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1.はじめに

通常の多くの財・サービスの場合,需要量は人々の噌

好のパターン,価格,所得などによってきまると説明さ

れる。しかし医療サ-ビスの場合は,晴好のパターンと

いうよりも傷病の発生およびその度合が需要量を決定す

る重要な要因となる。そして傷病の重さいかんによって

は,人々は所得の損失をこうむるだけでなく,命の危険

にさらされていることにもなる。したがってのぞましい

医療保障政策を計画するためには,たんに所与の所得や

価碑(あるいは保険の給付率)のもとで医療需要がどのよ

うになるかを検討するだけでは十分でなく,傷病の発生

およびその度合がどのような要因と関連しあうかを検討

する必要があろう。

傷病の発生およびその度合は,性・年令その他の生物

的・生理的要因に左右されることはいうまでもないが,

生活環境,就業状況,所得などの社会的・経済的要因に

よる影響も無視できない。本論の目的はこれらの要因の

うち,所得を重要な変数とみてこれと傷病の発生および

その度合とに何らかの関連があるかを実証することであ

る。

第1回

ところで傷病の発生およびその度合は診断を受けたと

きはじめて明確になるものであり,潜在的な医療サービ

スの必要性を測定することは困難である。傷病の発生と

医療サービス需要との関連を大まかに図示すると第1図

のようになる。従来,傷病の発生の社会的・経済的要因

(所得や保険の給付率)に関する研究は,結核等の特定の

疾病を対象とした研究を除いては資料の不足もあって数

少ない。主として「医療サービスの需要」を定める要因

を検討したものには,中村[3],地主[2],市川・仙石

[1]などがある。

わが国の医療保険は種々の制度にわかれていて,それ

ぞれに,給付率が異なっているが,市川・仙石[1]は,

「国民健康保険」についての資料をもとに,医療費を年

令と所得とで説明する回帰式を推定している。その結果

は,年令は有意な説明変数となるが,所得は医療費と関

連しないというものである2)。市川・仙石[1]は多方面

にわたる研究であるが,これに関する推論は次のような

ものである。

「- ・・ =国民健保(国民健康保険の旬各)の診療点数に於て

は,低額所得階層を除けば所得はほとんど影響せず,午

令が主要要因であると結論できる。われわれは国民健保

について成立するこの事実を組合および政管健保(組合

管掌健康保険および政府管掌健康保険の略)にも延長可

能と考える。国民健保は7割給付であり,組合および政

管健保は本人は全額,家族は5割給付である外,組合健

保では家族に付加給付が行われ,給付率のアップが図ら

れている。組合および政管健保本人については,全額給

付が行われているため,所得が診療費に影響しない程度

は,国民健保よりも更に明確と思われる。」3)

1)本稿は日本統計学会1973年度研究報告会で報

告されたものであるo　そのさい有益なコメンTLをいた

だいた江見康一氏,藤野志朗氏,市川洋氏に感謝の意

を表したいo　もちろん誤りがあれば筆者の責任であ

る。

2)後述,脚注3)参照。なお以下では医療サービ

スの供給システムは直接問題としない。したがって医

療サービスの需要は必らずみたされるものとし,医療

費と医療需要量とは同じ意味に解釈する。
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ここでの推論の論点はおそらく次のようになろう。す

なわも,保険の給付率の低い国民健保で医療費と所得と

の問に関連がないのであるから,結付率の高い組合およ

び政管健保においては,所得が医療サービスを需要する

際に,ヨリ制約とならず,したがってますます医療費と

所得の問には相関はなくなるはずである。

ところが第1図で示したように,所得は二つの形で医

療費と関連する可能性がある。すなわち,傷病の発生お

よびその度合との関連と,それが医療サービスの需要と

なってあらわれる場合の関連である。前者については,

3)市川・仙石[1]p.SO,カッコ内は筆者が挿入し

た。ここで診療費は, 1点価格10円という単位で,荏

々の診療行為ごとに定められているもので,これを用

いて通常「診療点数」という用語が使われる。なお,

市川・仙石[1]は,正確には,医療費と年令と所得の

関連を分析していないOいま1人当り医療費をM,

所得をZ,年令を・Aとするとき,彼らが行なってい

るのは, MのZとE(M】A)に対する回帰分析である.

同じデータを用いて, MをZとAに対して行なった

回帰分析の結果は次のようになる。

1. (a)入院(全所得階層,年令15才以上)

M- -0.2721+0.9334+22.404

(-4.476) (7.864) (3.387)

S2-0.457, S-20.065, N-96

ここで係数推定値の下の( )内の数値は古値で, R2
は自由調整滑の決定係数, Bは自由度調整済の標準偏

差, Nは標本数である. Mの単位は才(年令), Zの単

位は万円(年収)である。以下同じ。
1. (b)外来(全所得階層,年令15才以上)
M- -0.2411+3.2034-15.744

(-2.569) (17.419) (-1.536)

題　=0.764, 5-31.096, N-96

2.(a)入院(所得階層20万円以下を除く,年令15

才以上)

M- -0.0231+0.9844+0.274

(-0.450) (10.738) (0.0SO)

iJ2-0.578, S-14.495, iV-84

2.(b)外来(所得階層20万円以下を除く,年令15

才以上)

AT-0.176I+3.2354-50.975

(2.606) (26.802) (-7.120)

i?2-0.897, S-19.096, N-」

以上の結果のうち,まず全所得階層(l(a), l(b))に

ついては, ∫の係数推定値は統計的に有意であり(5%

水準),医療費と所得の問に関連がないという仮説は

棄却され,医療費と所得の問に逆相関があることにな

る。 20万円以下の所得階層を除くと,入院の場合,

(2(a))は, 1の係数推定値は統計的に有意でなくなり,

医療費と所得の間に関係かないという仮説を棄却でき

ない。他方,外来の場合(2(b))は, Zの係数推定値は

正に有意となる。
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所得の低さがより高い頻度の傷病の発生をもたらす可能

性と傷病の発生にともなう所得の損失の可能性とであり,

所得と医療費とは逆相関をもつことが想像されるo後者

は,医療費の支払いにあたっての所得の制約であり,医

療サービスの需要と所得の間には正の相関があることが

想像される。したがって国民健保の場合,この二つの要

因が相殺しあって,所得と医療費との相関なし,という

結果が出たのかもしれない.

われわれの目的は,所得と傷病の発生およびその度合

がどのように関連しあうかを見ることである。この場合,

組合健保および政管健保の本人についての資料が適当な

材料となる。これについては,保険の給付率が100%で

あるので,前出の後者の要因が比較的除去されるからで

ある4)0

ところで市川・仙石[1]の結果でも明らかなように,

医療費と関連しあう,変数のうち年令の要因を無視する

ことはできない5)。しかしながら現在の段階では国民健

保以外は,年令別,所得階層別の医療費を知ることはで

きない。そこでわれわれは次のような推計方法を試みた。

2.分析の方法

医療費と関連しあう変数のうち,性・年令および所得

をとり,性別にM*:医療費, I*:所得, A*:年令とす

るOいまM*, I*, A*をそれぞれ(狭義)単調増加変換し

たものが3次元正分布に従うものと仮定する.すなわち,

M-f(M*), I-g(I*), A-h(A*)(f>0, g′>0, h′>0)と

するとM,I,Aが3次元正規分布に従うO.

まずMのZとAに対する回帰式を

M-a+pi+yA+u

(α,P,γは定数, uは誤差項でその確率分布はZ, Aと

独立である。)

と書くと,

yw) -α+βg(n十γ蝣h(A*) +u　　(2)

となり, f′>0,g′>0だから, βの正負が, M*とZ*と

の問に正の相関があるか,負の相関があるかを示すパテ

メーターとなる。

ところで

E(M¥I, A) - α+βZ+γ　　　　(3)

であるが,与えられたZとAに対してE(叫I, A)のデ

-タがえられない。そこで

3(1) - J LE(M¥I, A) -E(M¥A)2榊∫)dA

4)この妥当性については後節4でふれる。

5)注3)もこの事実を裏付けている。
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とおけば,

H- β(l-pIA2) (I-E(I)) V

となり,

∂17/∂Z≧0⇔β≧0

となる。

H{I)を離散型であらわすと,

Ht=^-
Tlj

冒 (bj/mj X hi)
3

1i
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(4)　　は(7)式のHiがiとともに減少するか増加するかど

うかを検討することに相当する。

(5)　　　ところでこれまでの手続きは,もとのデータ, M*,I*,

A*ではなく,変換後のデータ, M,I,Aについて妥当す

(6)　　る手続きであった。しかしながら(5)式および(7)式から

明らかなように, Htの動きを見るためには,変換まえ

のもとのデータM*,I*,A*をそのまま用いてもHiのi

(7)

となる。

ここで,

ai :第i所得階層の総医療費

ni :　　〝　　　の該当者総数

bj :第j年令階級の総医療費

mj :　　〝　　　の該当者総数

Hf一第i所得階層,第j年令階級の該当者総数

なお, aimは(5)式の ∫E(叫I, A)f(A¥I)dAに相当

し・第2項は!E(M¥A)f(A¥l)dAに相当する7'o
連続型で∂H/∂Zの符号を検討することは,離散型で

6)ここでpzAは1とAの間の単純粕関係数で,
0≦p'lA≦1である。なお(4)式から(5)式の導出は以下

の通り。
E(M¥A)-αA+β蝣E(I¥A)+γとなるから
E{M¥I,A)-E{M¥A)-p¥I-E(I¥A)-]

よって

H-!β[l-E(I¥A)1f{A¥I)dA

-βr-pf[E(I)+PIA-^(A-E(A))¥f{A¥I)dA

<JAJ
-β¥E{I)-pIA芸E{A)〕

-βpIA里-E{A¥I)
6A

-β(トE{I))十βpIA一里E(AトβpIA旦

OA-A

E(A)+pJA雷(1-E(I))

-β{l-pIA2)(I-E{I))
ここでOl¥-OA*はそれぞれの分散,また,E{M¥I)

-LMf{叫)dM-fMf(M,A)dMIf(A),f(M,A)

Jm

-ff(M,l,A)dI,f(A)-IIf{M,I,A)dMdIであ

る。

7)aj/wjがIE{M¥I,A)f{A¥I)dAに相当するこ

とは次のように示されるa*Miをそのまま連続型で

についての定性的な増加減少関係は同じになる。ただこ

の場合, βの符号に関する性質は維持されるが, βの値

そのものは意味をもたない.したがって,われわれは,

fJiのiにともなう変化を順位相関係数によって検定す

ることにした。

3.分析の対象

○政府管掌健康保険加入者,男子及び女子8)

対象者数　男子　8,380,444人

女子　4,768,020人

(45年3月未現在)

(イ)年令別・所得階層別人数は上記の1/250の抽出(た

だし45年10月末現在の資料を修正)

(B)医療費は昭和45年4月診療分(1ケ月間)で,入院は

1/20,人院外(外来)は, 1/250の抽出。

抽出総件数　入院9,850件,入院外24,419件

抽出総点数　入院48,694,542.0点,

入院外9,772,429.6点

H　年令は, 19歳以下から70歳以上までの5歳単位の

12階級,所得は,後述の14階層にわけた。

(I)医療費は保険診療によるもののみであるo自由診療

分についての医療費は把握できないが,国民総医療

費の推計による自由診療分の比較は,全体の2.6%

で,これが過少な推計であるとしても,分析の結果

を変えるほどであるとは考えられない。

㈹　分析は,入院および入院外(外来)別の総医療費,お

表わすと/fMf{M,A¥I)dMdA

Ja-Jmとなるが,

/E{M¥I,A)f{A¥I)dA

・/f'f{M¥I,A)dMf{A¥I)dA

JaJm

・IaJmfil,A)

-/A孟J.Mf(M,I,A)dM¥dA

- /A/MMf(M,A¥I)dMdAとなる.
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よび病類別に検討する.

K)医療費は点数で表示するO点数とは診療報酬を定め

る基準で, 1点につき10円である。

相　歯科診療は除く。

4.結　　果

われわれの行なった作業は2節のHiをiについて計

算し, Hiがiの上昇とともにどのように変化するかを

み,順位相関を調べることであった。

第1表および第2図は,まず男子について,所得が低

い階層ほど高い医療費を要していることを顧著に示して

いる9)。この傾向がくずれるのは報酬月額8・0万円以上

である。入院および入院外別にみると,入院外の方がこ

の傾向は顕著となるが,このちがいは高所得階層での医

療費のちがいから生じている。

女子については,低所得階層(月額4・2万円まで)にお

いては,所得の上昇とともに医療費は減少していくが,

そのあとは-且,上昇したあと再び減少する。すなわち

第1表　政管健保本人についてのHiの値

○順位相関係数の値は,いずれも136以下の有意水準で,医療費と所得

の間に関係がない,あるいは正の関連があるという仮説を東部するo

o報酬月額とは,保険料徴収の基準に用いられるもので,毎月定期的に

支払われる貸金や給料などである。

010.4万円以上の被保険者数は男子で全体の6.2%,女子で全体の1・1

%であるから,区分の放高値が低すぎるということはないo

8)組合管掌健康保険については,男女の別・入

院・入院外に分析する資料がなかったので,以下では,

男女の合計・入院・入院外の合計の結果を[参考]と

して掲げる。

9)本論の順位相関係数は所得の上昇とともにZJi

の値が完全に下るとき1であり,完全に上るとき-1

である。

第2図　Hiの値
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1 2　3　4　5　6　　　　　10 ll 12 13 14

万
- 1 8川8-蝣2.2)(2.:-2.6 ) (2」-3.01枇0- a 6】　州ひ4.6) (18'-5.G) {-USl顎:4}(fi,ト7.2) (7.2-B.0){8.=・軸2-蝣io.4)[m.ド

中位の所得階層と高所得階層とでは,むしろ高所得階層

で高い医療費を要していることがわかる。

以上いずれにしても,参考として掲げた組合健保の結

果を含め,医療費は所得とともに減少していく傾向にあ

るということがいえる。ただ女子については高所得階層

の標本数が少ないので,標本誤差が大きく結果は疑わし

いといえる10)。そこで以下の病類別の検討は男子につい

てのみ行なう。

同じ分析を病類別に行なった結果,いずれの病類につ

いても男子は所得の上昇にともなって要した医療費が下

っていることが明らかになった。順位相関係数の高い順

に病類別の結果を示したものが第2表である。病斯別の

標本数が少ないので,この結果から何らかの推論を下す

のは危険であるが,大体の傾向を把握することはできる。

10)本分析は政府管掌健康保険の「被保険者」を対

象としている。いわゆる「被扶養者」は分析の対象か

ら外れているので,高所得階層の女子の数が少ないの

である。
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第2表　男子Hiの順位相関係数(病類別)

拷

入　　　　　　　　　　院　1　入　　　　院

I　伝染病・寄生虫病

全　桔　桜(I　の一部)

呼l及　器系　の　疾　患

消化　器　系　の　疾　患

精　　神　　障　　害

循現器系　の　疾　患

神経系・感党器の疾患

不慮の事故・中毒・暴力

新　　　　生　　　　物

筋骨ノ格系・結合繊の疾患

性　尿　器系　の　疾　患

症状・診断名不明確

内分泌・栄養等の疾患
血液・造血器の疾患

先　　天　　異　　常

皮周.・皮下組織の疾患

神経系・感党箸rTの疾患

循現器系　の　疾　患

消　化　器　系　の　疾　患

筋骨櫓系・糸吉合繊の疾患

I伝独病・霜生虫姉

不慮の事故・中毒・暴力

呼　吸　器　系　の　疾　患

精　　神　　障　　害

皮膚・皮下枇織の疾患

血i夜.造血君詩の疾患

症状・診断名不明確

全　肘f　核(I　の-A部)

先　　天　　異　　粁

内分泌.巣立等の疾患

性炭　器系　の　疾　患

新　　　　生　　　　物
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第3表1件当り点数(男子) (高い順)

入　　　　　　　　　　院　】　入　　　　院

新　　　　生　　　　物

性　尿　器　系　の　疾　患

症状・診断名不明確

先　　天　　異　　常

内分泌・栄養などの疾患

血き夜・造血器の疾患

循環器系　の　疾　患

伝独病・寄　生　虫　病

全　　　　結　　　　核

消　化　器　系　の　疾　患

呼　吸器系　の　疾　患

神経系・感光辞系の疾患

筋骨楯・綿合繊の疾患
不膿の事故・中毒・暴力

精　　神　　障　　害

皮膚・皮下組織の疾患

新　　　　生　　　　物

血液・造血幣の疾患

内分泌・栄巷などの疾患

全　　　　肺　　　　核

循Si器系　の　疾　患

性　尿　器　系　の　疾　患

消　化　器　系　の　疾　患

精　　神　　障　　害

筋骨樽・和合繊の疾患

先　　天　　異　　常

伝染病・寄　生　虫　病

神経系・感光㌍系の疾患

不慮の事故・中毒・暴力

症状・診断名不明種

皮j甫・皮下粧し讃歌の疾患

呼　吸　器　系　の　疾　患
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この順位を「1件当りの点数」と比較すると,概して1

件当りの点数の低いもの,すなわち比較的軽症のものに

順位相関係数の高いものが多いO (第3表)この事実を参

考にしながら,われわれの分析に表われた医療費(被保

険者1人当り)がはたして「傷病の発生の度合」を正確

に反映しているか検討してみよう。

われわれが考察の対象としている保険制度の下では,

本人の支払う治療費は,初診料200円と入院については

じめの1ケ月1日60円の一部負担金があるだけであと

は全額無料であるO　したがってこの場合医療サービスを

必要以上に需要する傾向,いわゆるmoralhazardの

現象が生じているといえないことはない。事実比較的軽

症のものほど所得との逆相関が高い(本論では正の順位

相関)ことがこの事実を支持してている。しかし逆に,

重症のものでもかなり所得との逆相関が高いこと,また

現実には,入院の場合に差額室料の徴収や治療費以外の

研　　　究 Vol.25　No. 2

付加的な支出が無視できないことから,やはり所得と傷~

病の発生およびその度合とには,かなりの高所得階層に

わたって逆相関があるとの推論も可能である。この傾向

が入院でそれほど顕著でなく,入院外で顕著なのは,過

剰需要説による解釈も可能であると同時に,低所得階層

では,入院外の治療が入院の治療を代替していると考え

ること・もできるのである。これらの問題については,病=

類別のくわしい検討が必要となるであろう。

なおここで注意すべきことは,所得と傷病の発生およ

びその度合との関連は所得が低いから,傷病の発生が所

得の損失を生むという側面があるということであるO抜

上の分析では,その一方の関係をとりだすことはできな

いが,これは本稿の日的ではない。

最後に本論で明らかになった所得と医療費との逆相関

の結果は,これらの関連が「直接的」かどうかについて

は何も語っていない。所得と密接に関連しあう,生活環

境や就業構造などが,むしろ傷病と直接的な関連をもっ

ていると考えるほうが妥当かもしれない.このような側.

面についての考察は,今後の課題の一つとなろう。

(追記)

本稿の校正の段階で新たな論文,市川洋・西三郎「医

療費の需要要因」 『経済分析』 No. 1, 1973, 11経済企画庁

経済研究所を手にすることができた。そこでは本稿で明

らかにすることを意図した問題を含む多くの論点が取り

扱われている。ただ本稿とその論文とは補完的な点がい

くつかあると思われるので本稿はもとのまま公表するこ

とにした。

(京都大学経済研究所)、

参　考　文　献

1・市川洋・仙石隆史「社会保険と所得階層別分-

布」,経済分析No. 41, 1972, 11経済企画庁経済研究所-

2・地主重美『医療と経済』, 1970,読売新聞社

3・中村正文『医療保険の基本問題』, 1963,神戸

商科大学経済研究所

資　　　　　料

1・政府管掌健康保険他　医療給付受給者状況調査

報告　昭和45年4月診療分(社会保険庁)

2・健康保険被保険者実態調査報告　昭和45年10,

月1日現在(厚生省保険局)

31政府管掌健南保険他　事業年報　昭和44年度_

(社会保険庁)


